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平成１７年度年度計画変更事項及び変更理由 
（下線部は変更箇所） 

変更後 変更前 変更理由 
序文 

 

独立行政法人宇宙航空研究開発機構（以下、「機構」という。）

は、平成１５年度に発生した一連の事故を踏まえ、信頼性向上の

ための機構をあげた取り組みを行ってきた。 

その結果、平成１７年２月には H-ⅡA ロケットの再開打上げに

成功するなど、新たな第一歩を踏み出したところである。 

平成１７年度には、信頼性向上のための取り組みを継続する

とともに、独立行政法人評価の結果等を受けて、より一層の統合

効果が発揮できる体制の整備、新しい JAXA を目指した改善活

動の実施、及び将来に向けた取り組みを行うものとする。 

以上を踏まえつつ、独立行政法人通則法（平成１１年法律第１

０３号）第３１条第１項の規定に基づき、平成１７年度の業務運営

に関する計画（年度計画）を以下の通り定める。 

なお、平成１８年２月３日の平成１７年度補正予算成立を受

け、本計画の予算、収支計画、資金計画等の変更を行う。 

 

序文 

 

独立行政法人宇宙航空研究開発機構（以下、「機構」という。）

は、平成１５年度に発生した一連の事故を踏まえ、信頼性向上の

ための機構をあげた取り組みを行ってきた。 

その結果、平成１７年２月には H-ⅡA ロケットの再開打上げに

成功するなど、新たな第一歩を踏み出したところである。 

平成１７年度には、信頼性向上のための取り組みを継続するとと

もに、独立行政法人評価の結果等を受けて、より一層の統合効

果が発揮できる体制の整備、新しい JAXA を目指した改善活動

の実施、及び将来に向けた取り組みを行うものとする。 

以上を踏まえつつ、独立行政法人通則法（平成１１年法律第１

０３号）第３１条第１項の規定に基づき、平成１７年度の業務運営

に関する計画（年度計画）を以下の通り定める。 

 

 

 

 平成１７年度補正予算成立

(平成１８年２月３日)を受

け、年度計画の予算、収支

計画、資金計画等を見直す

旨を記載する。 
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変更後 変更前 変更理由 
Ⅲ 予算（人件費の見積りを含む。）、収支計画及び資金計画 

１．予算 

Ⅲ 予算（人件費の見積りを含む。）、収支計画及び資金計画 

１．予算 

 

平成１７年度予算 

（単位：百万円）

［注１］「受託収入」及び「受託経費」には情報収集衛星に係る

収入及び支出を含む。 

［注２］各欄積算と合計欄の数字は四捨五入の関係で一致しな

いことがある。 

 

区分 金額 

収入 

運営費交付金 

施設整備費補助金 

国際宇宙ステーション開発費補助金 

地球観測衛星開発費補助金 

受託収入 

その他の収入 

計 

１３１，４１１

８，４９４

３３，２２７

３，５５５

４８，０４２

６１９

２２５，３４８

支出 

事業費 

一般管理費 

施設整備費補助金経費 

国際宇宙ステーション開発費補助金経費

地球観測衛星開発費補助金 

受託経費 

計 

１２３，３７３

８，６５７

８，４９４

３３，２２７

３，５５５

４８，０４２

２２５，３４８

平成１７年度予算 

（単位：百万円）

［注１］「受託収入」及び「受託経費」には情報収集衛星に係

る収入及び支出を含む。 

［注２］各欄積算と合計欄の数字は四捨五入の関係で一致しな

いことがある。 

区分 金額 

収入 

運営費交付金 

施設整備費補助金 

国際宇宙ステーション開発費補助金 

地球観測衛星開発費補助金 

受託収入 

その他の収入 

計 

１３１，４１１

８，２１２

３３，２７６

３，５５５

４８，０４２

６１９

２２５，１１５

支出 

事業費 

一般管理費 

施設整備費補助金経費 

国際宇宙ステーション開発費補助金経費

地球観測衛星開発費補助金 

受託経費 

計 

１２３，３７３

８，６５７

８，２１２

３３，２７６

３，５５５

４８，０４２

２２５,１１５

 

 平成１７年度補正予算の成

立（平成１８年２月３日）を受

け、平成１７年度の予算、収

支計画、資金計画を変更す

る。 
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変更後 変更前 変更理由 
２．収支計画 

平成１７年度収支計画 

（単位：百万円）

 

［注１］厚生年金基金の積立不足額については、科学技術厚生

年金基金において回復計画を策定し、給付の削減、掛金の引き

上げ等の解消方法を検討した上で、必要な場合は、人件費の範

囲内で特別掛金を加算し、その解消を図ることとしている。 

［注２］各欄積算と合計欄の数字は四捨五入の関係で一致しな

いことがある。 

区別 金額 

費用の部 

経常費用 

事業費 

一般管理費 

受託費 

減価償却費 

財務費用 

臨時損失 

１７４，９３１

１２９，００１

５，５６５

２１，９２４

１８，４４１

２２６

０

収益の部 

運営費交付金収益 

補助金収益 

受託収入 

その他の収入 

資産見返負債戻入 

臨時利益 

１１６，４４３

１３，４８６

２１，９２４

６９７

１９，９９４

０

 税引前当期純損失 

 法人税、住民税及び事業税 

 当期純損失 

 目的積立金取崩額 

 総損失 

２，６１２

１３

２，６２５

―

２，６２５

２．収支計画 

平成１７年度収支計画 

（単位：百万円）

区別 金額 

費用の部 

経常費用 

事業費 

一般管理費 

受託費 

減価償却費 

財務費用 

臨時損失 

１５４，２９７

１０６，８６５

５，８９５

１８，８１１

２２，７２７

１６４

０

収益の部 

運営費交付金収益 

補助金収益 

受託収入 

その他の収入 

資産見返負債戻入 

臨時利益 

１０３，５８１

１４，１９７

１８，８１１

６１９

１８，３６１

０

 税引前当期純利益 

 法人税、住民税及び事業税 

 当期純利益 

 目的積立金取崩額 

 総利益 

１，１０８

８

１，１００

―

１，１００

 

［注１］厚生年金基金の積立不足額については、科学技術厚生

年金基金において回復計画を策定し、給付の削減、掛金の引き

上げ等の解消方法を検討した上で、必要な場合は、人件費の範

囲内で特別掛金を加算し、その解消を図ることとしている。 

［注２］各欄積算と合計欄の数字は四捨五入の関係で一致しな

いことがある。 

 

 

同上 
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変更後 変更前 変更理由 
３．資金計画 

平成１７年度資金計画 

（単位：百万円） 
区別 金額 

資金支出 

業務活動による支出 

投資活動による支出 

財務活動による支出 

翌年度への繰越金 

１８２，３８５

６７，４４９

２，５７２

３３，０８２

資金収入 

業務活動による収入 

運営費交付金による収入 

補助金収入 

受託収入 

その他の収入 

投資活動による収入 

施設整備費による収入 

 定期預金の払い戻しによる収入 

財務活動による収入 

前年度よりの繰越金 

２１７，６００

１３１，４１１

３６，７８２

４８，２２８

１，１７８

４０，１７９

１０，１７９

３０，０００

０

２７，７０９

 

［注］各欄積算と合計欄の数字は四捨五入の関係で一致しない

ことがある。 

３．資金計画 

平成１７年度資金計画 

（単位：百万円） 
区別 金額 

資金支出 

業務活動による支出 

投資活動による支出 

財務活動による支出 

翌年度への繰越金 

１６３，２９５

６０，５３８

３，８６２

２８，３８４

資金収入 

業務活動による収入 

運営費交付金による収入 

補助金収入 

受託収入 

その他の収入 

投資活動による収入 

施設整備費による収入 

 

財務活動による収入 

前年度よりの繰越金 

２１７，０６２

１３１，４１１

３６，８３１

４８，０４３

７７７

８，２１２

０

３０，８０６

 

［注］各欄積算と合計欄の数字は四捨五入の関係で一致しない

ことがある。 

 

 

同上 
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変更後 変更前 変更理由 
Ⅶ．その他主務省令で定める業務運営に関する事項 

１．施設・設備に関する事項 

 

・衛星系施設の要求適合対策及び空調設備冗長化、小笠原コマ

ンド冗長化施設整備を実施する。 

・地球観測センター(EOC)媒体保管室改修、地球観測利用推進セ

ンター(EORC)移転関連施設改修・整備を実施する。 

・複合材多数本試験設備用建屋の建設、大型風洞用発電設備の

整備を実施する。 

・相模原キャンパス総合研究棟の建設を実施する。 

・各事業所の施設・設備（発電設備、給水設備等）の老朽化対策を

実施する。 

・既存施設・設備の維持運営を適切に実施する。 

 ・各事業所のアスベスト除去作業を実施する。 

 

 

Ⅶ．その他主務省令で定める業務運営に関する事項 

１．施設・設備に関する事項 

 

・衛星系施設の要求適合対策及び空調設備冗長化、小笠原コマン

ド冗長化施設整備を実施する。 

・地球観測センター(EOC)媒体保管室改修、地球観測利用推進セ

ンター(EORC)移転関連施設改修・整備を実施する。 

・複合材多数本試験設備用建屋の建設、大型風洞用発電設備の

整備を実施する。 

・相模原キャンパス総合研究棟の建設を実施する。 

・各事業所の施設・設備（発電設備、給水設備等）の老朽化対策を

実施する。 

・既存施設・設備の維持運営を適切に実施する。 

 

 

 

 

 

 

平成１７年度補正予算成立

(平成１８年２月３日)を受

け、アスベスト対策に係る記

述を追加する。 

 

 

 


